板橋区大規模建築物等指導要綱対象建築物に基づく
近隣工場等との協議に関する実施基準
平成１５年２月２７日決定
改正　令和　３年２月２４日決定
（目的）
第１条　この基準は、板橋区大規模建築物等指導要綱（以下「大規模指導要綱」という）第１２条の２及び板橋区大規模建築物等指導要綱細則第１１条の２に基づき、建築事業主（以下「建築主」という。）が、大規模建築物等の建築に係る周辺の工場等の事業主（以下「工場主」という。）に対する協議について必要な事項を定めることにより、工事に伴う近隣工場等への公害や、入居後に予想される近隣工場等からの公害に関する紛争を未然に防止することを目的とする。

（対象事業）
第２条　この基準の対象となる事業は、大規模指導要綱第２条（ただし、第２項を除く）に掲げる事業に該当するものとする。ただし、板橋区都市づくり推進条例第３６条に関する事前説明の実施基準に基づき実施した事前説明と事業の内容に変更がない場合はこの限りではない。
（用途地域別協議範囲）
第３条　用途地域に基づく協議対象となる工場等の範囲は、次の各号に定めるものとする。
⑴　工業専用地域、工業地域及び準工業地域
計画地の敷地境界より計画建築の高さの２倍の水平距離の範囲内にある工場等

⑵　前号のほか、特に必要と認める範囲内にある工場等
（協議の対象工場等）
第４条　協議の対象となる工場等は、次の各号に定める認可工場等とする。
⑴　都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成１２年東京都条例　第２１５号）別表第一に掲げる工場

⑵　前号のほか、特に必要と認める指定作業場等
（協議の内容）
第５条　建築主は工場主に対して次の各号に定める事項を協議するものとする。
⑴　事業概要に関すること

当該事業の内容について
⑵　工事に伴う工場等への影響に関すること

解体及び建築工事に伴う騒音、振動、臭気及び粉塵等による工場等への影響等について

⑶　建築物完成後、工場等からの入居者への影響に関すること

ア　工場操業等に伴い、騒音、振動、臭気及び粉塵等が発生又は発生する可能性があることを、入居予定者に事前に周知することについて

イ　工場操業等に伴う騒音、振動、臭気及び粉塵等の影響に対する自己防　衛措置（空気調和機、二重窓、緩衝緑地帯の設置等）の内容について

⑷　入居予定者への協議内容の周知に関すること

工場等と協議した内容を、入居予定者に説明することについて

⑸　電波障害に関すること
電波障害を生じさせた場合には、その障害を除去するための対策を講ずることについて
⑹　協定書の締結に関すること
協定書の締結について
⑺　定めなき事項に関すること
協議終了後、協議内容について疑義が生じた場合及び協議内容以外の問題が生じた場合の措置について
（協議内容の報告）
第６条　建築主と工場主で協議した内容について、その協議経過及び結果の報告書を大規模指導要綱に基づく近隣工場との協議に関する報告書（別記様式）により、環境政策課に提出する。なお、建築主と工場主等が協議した結果、工場主等と協定書を締結した場合は、その写しを環境政策課に提出することで、報告書に代えることができる。
２　第２条ただし書きを適用する場合は、板橋区都市づくり推進条例第３６条に関する事前説明の実施基準に基づく報告書の写しを環境政策課に提出する。
付　則
（施行期日）

この基準は、平成１５年３月１日より施行する。

付　則
　（施行期日）
　この基準は、令和３年４月１日より施行する。
